
終
了 

「法改正への対応 就業規則・36協定」 

～働き方改革関連法への対応を就業規則と 36協定を中心に解説～ 

労務管理セミナー 

主催：（一社）新宿労働基準協会（幹事） 

（一社）三田労働基準協会 

働き方改革関連法の最重点事項である同一労働同一賃金、36協定による時間外労働の上限規制に

ついては、就業規則や36協定の見直しといった実務的な対応が必要になります。 

元労働基準監督官の講師が就業規則の変更や36協定の締結のために、今から準備しておくべき事

項を中心に解説します。 

 

１ 日 時  平成３０年１１月１３日（火）１３：３０～１６：３０（開場・受付１３：００～） 

 

２ 場 所 「ＢＩＺ新宿 研修室Ａ」（新宿区西新宿６－８－２）（裏面地図参照） 

 

３ 内 容 

  ・働き方改革関連法の内容（パートタイム労働法の改正等） 

・同一労働同一賃金ガイドライン案と最高裁判決（長澤運輸事件・ハマキョウレックス事件） 

・法改正に向けた就業規則（賃金規定）変更のポイント 

・36協定締結の際の限度時間の定め方 

・上限規制に対応するための労働時間管理の方法、労働時間把握の適正化 

・現行の適用除外等の取扱い 

・今後の省令・指針・通達について注目すべき事項 

 ※必要により、内容を変更することがあります。 

 

４ 講 師    特定社会保険労務士・労働衛生コンサルタント・シニア産業カウンセラー 

（元労働基準監督官）  田 原 さ え 子 氏 

                 

５  受講料（資料代、消費税含む）裏面の協会員は４，０００円 非会員は６，０００円  

 

平成３０年１１月６日（火）までに下記口座宛お振込み下さい。 

      銀行名 三菱UFJ銀行 田町支店 口座番号 普通預金 ０３９７９６３ 

      口座名義 一般社団法人三田労働基準協会 

      振込人名の前に、講習会の月日をご記入下さい。（例 １１１３〇〇カイシャ等） 

      １１月６日までの取消しは受講料を全額返還します（振込手数料はご負担下さい）。 

      以降の取消しは返還できません。 

 

６ 受講申込（定員７０名） 

 裏面申込書にご記入の上、三田労働基準協会あてＦＡＸ（０３－３４５１－７６９２） 

してください。講習会当日は、この申込書（コピー可）をご持参ください。 


